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新発田市自主防災組織補助金交付要綱 
 

                       昭和４６年９月２７日 

                       告 示 第 ４ ９ 号 

                       改正  昭和５４年４月 １日告示第２０号 

                       改正  平成１０年４月 １日告示第２２号 

                       改正  平成１８年４月 １日告示第４３号 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第５条第２項の趣旨にのっ

とり、コミュニティ又は町内会等の公共的団体が相互扶助の精神に基づき、自主的な防災活動

を行うために設置した防災組織（以下「自主防災組織」という。）の育成強化のため、市がこれ

に対して助成措置を講じもって地域防災の実効を期することを目的とする。                                    

（補助対象団体） 

第２条 補助金交付の対象となる自主防災組織は、前条の目的を達成するために、その設置目的、

名称、事業計画等が明確で市長が認める団体とする。 

（補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費は、次の表に掲げる防災資機材の購入費及び活動費とする。 

区 分 品目及び科目 

防災資機材 

①スコップ、②照明器具、③メガホン、④ヘルメット、⑤バ－ル 

⑥オノ、⑦バケツ、⑧ロ－プ、⑨シ－ト、⑩救急医療セット 

⑪ジャッキ、⑫ノコギリ⑬誘導旗、⑭腕章、⑮消火器等 

⑯その他市長が特に必要と認めたもの 

活 動 費 
謝礼、旅費、研修会参加費、印刷製本費、通信費、消耗品費 

使用料及び借上料 

 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 防災資機材の補助金の額は、購入費の３分の２の額とする。ただし、その額が１４万円を

越えるときは１４万円を限度とする。 

(2) 活動費の補助金は、年額２万円とし、期間は３年間とする。 

２ 防災資機材の補助は、設置時のほか、災害活動により防災資機材が破損又は亡失した場合は、

前条第１項に掲げるものを補充することができる。ただし、当該経費の２分の１の額とし、５

万円越えるときは５万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金を受けようとする団体は、次の掲げる書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 

(1) 自主防災組織の規約及び役員名簿 

(2) 防災資機材購入見積書 
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(3) その他市長が必要と認めるもの 

（実績報告） 

第６条 実績報告書には、次の掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 防災資機材等に係る請求書及び領収書の写し 

(2) 防災資機材の保管又は配置場所を明らかにした書類等 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に必要な事項はついては、新発田市補助金

等交付規則（昭和３３年新発田市規則第１０号）の定めるところによる。 

 

前文（昭和５４年告示第２０号）抄 

 昭和５４年 ４月 １日から実施する。 

前文（平成１０年告示第２２号）抄 

 平成１０年 ４月 １日から実施する。 

前文（平成１８年告示第４３号）抄 

 平成１８年 ４月 １日から実施する。 

  


